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基　金　の　名　称
平成26年度末
現在高見込額

平成25年度末
現在高見込額

増減額
増減率

(%)

財 政 調 整 基 金 58億8,514万円 61億4,801万円 △ 2億6,287万円 △ 4.3

減 債 基 金 22億8,744万円 24億7,261万円 △ 1億8,517万円 △ 7.5

地 域 振 興 基 金 36億5,092万円 32億9,751万円 3億5,341万円 10.7

公 共 施 設 等 整 備 基 金 22億7,020万円 23億2,644万円 △ 5,624万円 △ 2.4

職 員 退 職 手 当 基 金 14億5,474万円 16億800万円 △ 1億5,326万円 △ 9.5

地 域 福 祉 基 金 9億2,652万円 9億2,652万円 0万円 0.0

中小企業従業員退職金共済基金 4億5,404万円 6億45万円 △ 1億4,641万円 △ 24.4

介 護 給 付 費 準 備 基 金 0万円 1億4,475万円 △ 1億4,475万円 皆減

地 域 の 元 気 臨 時 交 付 金 基 金 0万円 5億5,359万円 △ 5億5,359万円 皆減

そ の 他 の 基 金 2億9,233万円 2億9,009万円 224万円 0.8

合　　　　　計 172億2,133万円 183億6,797万円 △ 11億4,664万円 △ 6.2

一 般 会 計
特 別 会 計
水 道 事 業 会 計

総額
３６８億４，８００万円
２２６億２，１２０万円
２４億７，１００万円

619億4,020万円

※ここでは、予算額をわかりやすくするために、千円以下を端数整理して『万円』単位で表しています。

平成26年度末現在の市民１人当たりの貯金　約18万7千円（前年度約18万6千円）

平成26年度末現在の市民１人当たりの借金　約65万2千円（前年度約69万2千円）

■ 基金（貯金）の状況

■ 市債（借入金）の状況

■ 各会計の予算規模

区　　　　　分
平成26年度
予　算　額

平成25年度
予　算　額

増減額
増減率

(%)

一 　 般 　 会 　 計 368億4,800万円 367億8,600万円 6,200万円 0.2

国 民 健 康 保 険 ( 事 業 勘 定 ) 105億7,030万円 103億7,270万円 1億9,760万円 1.9

国 民 健 康 保 険 ( 直 診 勘 定 ) 4億3,120万円 4億3,350万円 △ 230万円 △ 0.5

下 水 道 23億2,290万円 24億2,340万円 △ 1億50万円 △ 4.1

財 産 区 1,160万円 1,650万円 △ 490万円 △ 29.7

中小企業従業員退職金共済事業 2億6,220万円 2億7,650万円 △ 1,430万円 △ 5.2

食 肉 セ ン タ ー 事 業 5,010万円 4,510万円 500万円 11.1

農 業 集 落 排 水 事 業 8億4,100万円 8億3,770万円 330万円 0.4

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 4,820万円 4,790万円 30万円 0.6

介 護 保 険 事 業 63億8,830万円 57億7,410万円  6億1,420万円 10.6

簡 易 水 道 事 業 7億9,930万円 6億5,790万円  1億4,140万円 21.5

有 線 放 送 事 業 4,950万円 5,160万円 △ 210万円 △ 4.1

後 期 高 齢 者 医 療 8億4,660万円 7億8,970万円 5,690万円 7.2

合　　　　計 226億2,120万円 217億2,660万円 8億9,460万円 4.1

水 道 事 業 会 計 24億7,100万円 21億9,200万円 2億7,900万円 12.7

総　　　合　　　計 619億4,020万円 607億460万円 12億3,560万円 2.0

会　　計　　の　　名　　称
平成26年度末
現在高見込額

平成25年度末
現在高見込額

増減額
増減率

(%)

一 般 会 計 356億9,578万円 365億2,012万円 △ 8億2,434万円 △ 2.3

下 水 道 特 別 会 計 132億9,354万円 140億5,421万円 △ 7億6,067万円 △ 5.4

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 45億8,842万円 49億5,653万円 △ 3億6,811万円 △ 7.4

水 道 事 業 会 計 31億3,028万円 30億2,972万円 1億56万円 3.3

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 29億7,793万円 28億1,987万円 1億5,806万円 5.6

そ の 他 の 会 計 3億8,097万円 4億5,624万円 △ 7,527万円 △ 16.5

合　　　　　計 600億6,692万円 618億3,669万円 △ 17億6,977万円 △ 2.9

※土地開発基金、高額療養資金貸付金、収入印紙等購買基金、財産区積立金は含まれていません。

特
　
別

　
会

　
計
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●歳入

●歳出

●市民1人当たりの主な収入　400,209円

●市民1人当たりの主な支出　400,209円

用語の説明

用語の説明

区　　　分 平成26年度 平成25年度 増減額
増減率
（％）

市 税 126億6,070万円 125億8,818万円 7,252万円  0.6

地方交付税 92億5,000万円 90億5,000万円 2億円 2.2

国･県支出金 56億5,675万円 51億5,929万円 4億9,746万円 9.6

市 債 32億7,630万円 39億610万円 △ 6億2,980万円 △ 16.1

繰 入 金 17億8,833万円 15億5,906万円 2億2,927万円  14.7

諸 収 入 9億7,997万円 13億6,377万円 △ 3億8,380万円 △ 28.1

そ の 他 32億3,595万円 31億5,960万円 7,635万円 2.4

歳 入 合 計 368億4,800万円 367億8,600万円 6,200万円 0.2

区　　　分 平成26年度 平成25年度 増減額
増減率
（％）

民 生 費 111億1,876万円 103億4,591万円 7億7,285万円 7.5

教 育 費 56億7,221万円 64億5,203万円 △ 7億7,982万円 △ 12.1

総 務 費 48億5,121万円 50億2,688万円 △ 1億7,567万円 △ 3.5

公 債 費 44億4,266万円 42億8,065万円 1億6,201万円 3.8

土 木 費 35億811万円 31億2,052万円 3億8,759万円 12.4

衛 生 費 29億2,921万円 31億7,900万円 △ 2億4,979万円 △ 7.9

消 防 費 16億9,100万円 18億5,754万円 △ 1億6,654万円 △ 9.0

そ の 他 26億3,484万円 25億2,347万円 1億1,137万円 4.4

歳 出 合 計 368億4,800万円 367億8,600万円 6,200万円 0.2

市　　税 地方交付税 国･県支出金 市　　債 繰入金 諸収入

137,509円 100,465円 61,438円 35,584円 19,423円 10,644円

民生費 教育費 総務費 公債費 土木費 衛生費 消防費

120,762円 61,606円 52,689円 48,252円 38,102円 31,814円 18,366円

・市　　　税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、市たばこ税などの税金）
・地方交付税（国が所得税、法人税などの国税の一定割合を一定の基準により交付するもの）
・国･県支出金（国、県が目的を達成するために交付するもの）
・市　　　債（道路、学校などを整備するための市の借入金）
・繰　入　金（基金（市の貯金）からの繰入金）
・諸　収　入（収入の性質により他の収入科目に含まれない収入で、延滞金、預金利子、
　　　　　　　貸付金元利収入、雑入など）

・民　生　費（福祉や子育てなどに必要な経費）
・教　育　費（学校教育、生涯学習、文化・スポーツ振興などの経費）
・総　務　費（庁舎管理、戸籍管理、税金徴収などの経費）
・公　債　費（市債（借入金）を返済する経費） 
・土　木　費（道路や河川、公園などを整備する経費）
・衛　生　費（ごみ処理、環境保全、健康づくりなどの経費） 
・消　防　費（消防・救急、防災対策などの経費）

市税

34.4％

民生費

30.2％

その他

7.2％

教育費

15.4％

総務費

13.2％

公債費

12％

衛生費

7.9％

土木費

9.5％

消防費

4.6％

地方交付税

25.1％

国･県支出金

15.3％

市債

8.9％

諸収入

2.7％

その他

8.7％

繰入金

4.9％

歳入合計
368億

4,800万円

歳出合計
368億

4,800万円

■ 一般会計の状況
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※関市第4次総合計画における

　まちづくり政策です。

新規事業は★、

継続事業は○印

で表しています。

※まちづくり政策における

　個別施策の分野です。

「支え合える家族、地域があるから、自らの力で頑張ろう」

 とする人々であふれるまちをめざします。

人権

健康・医療

人権 地域福祉 高齢者 公的年金

健康・医療 子育て 障がい者 コミュニティ

事業一覧の見方

○こころとからだの健康づくり事業

【532万円】 保健センター

　生活習慣予防に関する講演会や教室・
相談を充実し、こころとからだの健康づ
くりを応援します。
・健康づくりの推進
（運動教室・ノルディックウォーキング
　教室ほか）
・自殺予防対策　ほか

○子育て支援事業（託児サービス） 

【1,917万円】 子ども家庭課 

　託児サービス（あゆっこ）の実施によ
り、働きながら安心して子育てできる環
境を充実します。
・託児サービス運営委託 　ほか

○特別保育事業

【1億3,226万円】 子ども家庭課 

　低年齢児保育、障がい児保育、一時預
かり、延長保育などを実施する私立保育
園に助成し、サービスの充実を図りま
す。

○市民協働推進事業 

【3,129万円】 市民協働課

　地域づくりの担い手となる住民自治組
織、ＮＰＯ法人やボランティア団体等の
公益的な活動を支援します。
・市民活動センター運営委託
・地域づくり支援金
・ときめき・きらめき・いきいき
　市民活動助成金　ほか

○子育て支援事業（ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟー ﾄｾﾝﾀｰ）

【684万円】 子ども家庭課 

○子育て支援事業（留守家庭児童教室） 

【6,014万円】 子ども家庭課 

　留守家庭児童教室での常時４年生受入
れを実施するために、教室運営の充実を
図ります。
・指導員賃金　ほか  

○健康づくり推進事業 

【553万円】 保健センター

　ウオーキングコンテストや健康講演会
を行い、健康づくりを推進します。ま
た、安桜山登山口の整備を検討します。 
★ウオーキング推進事業
・健康講演会

★児童発達支援センター整備事業 

【1億240万円】 福祉政策課

　発達障がい児の保護者に対する支援と
して、療育に関する知識の修得や日常生
活、就学等についての相談援助の充実、
療育環境の向上を図るため、武芸川事務
所内に「児童発達支援センター」を整備
します。

★臨時福祉給付金給付事業  

【3億2,900万円】 福祉政策課

　消費税率の引き上げに際し、低所得者
に対する適切な配慮を行うために決定さ
れた暫定的、臨時的な給付です。
・給付事務費
（臨時職員賃金、システム開発ほか）
・臨時福祉給付金
　　給付対象者　24,000人（予定）
　　加算対象者　10,000人（予定）

○保育所整備事業 

【9,866万円】 子ども家庭課

　保護者・園児ともに安心して保育を受
けることができるように施設の整備を推
進します。 
★施設整備（板取めばえ保育園ほか）
★新築設計、地質調査（西部保育園）

★子育て世帯臨時特例給付金給付事業 

【1億2,620万円】 子ども家庭課

　消費税率の引き上げに際し、子育て世
帯への影響緩和と消費の下支えを図るた
めに決定された臨時的な給付です。
・給付事務費
（臨時職員賃金、システム改修ほか）
・子育て世帯臨時特例給付金
　　給付対象者　11,000人（予定）

○ふれあいセンター整備事業

【7,033万円】 総務管財課

　地域の公益活動拠点である「ふれあい
センター」の整備を推進します。
・西部ふれあいセンター 
・洞戸ふれあいセンター
★瀬尻ふれあいセンター

○保健施設整備・運営事業

【4,449万円】 保健センター 

　保健、疾病予防を担う保健センターの
整備を推進します。
★車庫棟整備　ほか

○健診推進事業

【1億8,562万円】 保健センター

　がん検診の受診促進を図り、早期発
見・早期治療に努めます。個人の予防接
種、がん検診、歯科健診等の履歴がま
とめられた健康管理システムを更新しま
す。 
・がん検診等委託
★新健康管理システム

○★ 事業名
事業費【000万円】 担当課

事業の内容

　★主な事業内容を簡単に説明しています。

新規事業は、★印で表しています。

平成２6年度当初予算の主要な事業を、関市第４次総合計画の

まちづくり政策体系に沿って紹介します。

　子育ての援助を受けたい人と援助でき
る人が会員となって助け合う「ファミリ
ーサポートセンター事業」や、子育て中
の育児不安などを解消するために、育児
・家事を手助けする「子育て支援スタッ
フ派遣事業」を継続し、子育て支援の充
実を図ります。
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人に伝わる技、地域に伝わる業（わざ）が受け継がれるとともに、

地域経済を活性化する産業が定着するまちをめざします。

農業

伝統産業・新産業 商業・消費 林業

労働力 観光

市の隅々まで人、物、情報が交流し、新たな広がりが

生まれるまちをめざします。

情報通信 道路

地域振興 公共交通

★デマンド運行タクシー事業 

【829万円】 市民協働課

　市民生活の利便を図るため、デマンド
運行タクシー事業を試行します。
・運行助成
・オペレーター賃金　ほか 

★関市企業展 

【100万円】 商工課

　「ものづくりのまち・関」を積極的に
発信します。企業の高い技術力や高品質
な製品づくりなどを発表する場を提供
し、業務提携、取引活性化を推進し、技
術力の向上と販路の拡大につなげるた
め、企業展を開催します。

★HAMONO CITY プロジェクト事業 

【1,910万円】 観光交流課 

　「刃物のまち・関市」としてのブラ
ンド力を向上させるためのプロジェク
トで、専門家による戦略的ＰＲ活動な
どを展開します。また、関市に生まれ
た 赤 ち ゃ ん を 対 象 に 出 産 祝 い と し て
「ファースト爪切り」をプレゼントする
など、地域の魅力を内外に発信します。

★関の工場の祭典 

【500万円】 商工課

　「ものづくりのまち・関」を積極的に
発信します。企業の高い技術力や高品質
な製品づくりを直接見て、触れて、職人・
経営者と接することで製品の知識を深
め、「ものづくりのまち・関」をより知っ
ていただくための工場見学（工場の祭典）
を開催します。

★元気な農業産地構造改革支援事業

【170万円】 農務課

　農業の経営基盤の強化と新たな産地づ
くりを目標とする生産体制を支援しま
す。 

★農業の魅力発見ナビ事業 

【75万円】 農務課

　市内の農家を会場として、収穫体験、
加工体験、食味体験などを通して、農業
の魅力を体で感じてもらう「農業体験事
業（農業の魅力発見ナビ）」を実施しま
す。 

○行政情報基盤整備運用事業

【1億5,768万円】 企画政策課 

　行政情報を通信するための情報基盤を
適正に運営し、市民サービスと業務の効
率化を図ります。
★ネットワーク設計、整備
★情報システム開発
（社会保障・税番号制度対応システム改修）
・情報システム機器購入　ほか

○SEKI　JAPAN販路開拓事業 

【616万円】 商工課

　ＳＥＫＩ　ＪＡＰＡＮ製品をＰＲし、
新たな販路の拡大に努めます。 
・フランクフルト・メッセ・アンビエン
　テ2015　出展
・シンガポール見本市出展

○刃物ミュージアム回廊修景整備事業 

【4,361万円】 観光交流課 

　春日神社、関鍛冶伝承館、濃州関所
茶屋、岐阜県刃物会館の周辺を「刃物
ミュージアム回廊」として整備します。
平成26年度は、調査設計、用地取得な
どを実施します。

○地域振興事業 

【1,500万円】 市民協働課

　5つの地域に対して、予算配分を行
い、それぞれの特色を生かした地域振興
事業を実施します。
・洞戸地域　　・板取地域
・武芸川地域　・武儀地域
・上之保地域 

○販路開拓支援事業  

【210万円】 商工課

　地元企業の競争力強化を促進します。
販路開拓力の弱い小規模事業所の特産品
を、Ｆａｃｅｂｏｏｋを活用して全国へ
情報発信し、販路開拓を図ります。 

○道路維持管理事業（道路防災）

【8,300万円】 土木課

　落石防止対策などの道路防災事業を実
施します。
・落石防止対策
（西神野八神線、松谷線、
　小宮祖父川線、中島小野線、笠松線）  

○社会資本整備総合交付金事業 

【5億1,545万円】土木課・都市整備課

　国土交通省が所管する社会資本整備総
合交付金の交付を受けて、道路改良を実
施します。
・東山西田原線
・東本郷鋳物師屋線
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市民が描く夢の実現のため、改革と協働を進めます。

都市間交流・広域行政

行財政改革 協働

人の安全・安心を守るための最低限の土地利用、資源利用を進め

ることで、人と地球の共生が持続できるまちをめざします。

景観・緑化・公園

都市計画・土地利用

交通安全 下水道 火葬場・斎場 環境・美化

治山・治水 防犯・防災 水道 住宅・宅地

○新エネルギー利用促進事業

【1,159万円】 商工課 

　太陽光発電など再生可能エネルギーの
利用促進を図ります。平成26年度は、
太陽光・小水力・バイオマスを利用した
自然エネルギーの調査を行います。
・住宅用太陽光発電システム設置補助
★新エネルギービジョン策定

○総合計画運用事業

【176万円】 企画政策課

　市民のまちづくりに対する意識を把握
するために、「まちづくり市民意識アン
ケート調査」を実施し、総合計画運用に
役立てます。

○公共施設等再配置推進事業 

【1,213万円】 秘書広報課

　持続可能な行政経営の実現に向けて、
公共施設の現状を把握し、公有財産の取
得・管理・処分を適正に行うため市民ア
ンケートを実施し、再配置計画を策定し
ます。 

○自治基本条例運用事業 

【96万円】 市民協働課

　地方分権時代にふさわしい自治体とし
て、自治体運営の基本原則・理念、市民
の権利や役割、市民と行政の関係などの
まちづくりの基本ルールを定める自治基
本条例を制定します。

★合併10周年記念イベント事業

【1,500万円】 企画政策課 

　関市は、平成17年2月の市町村合併
から10周年を迎えます。これを記念し
て、市民の一体感が醸成されるようなイ
ベントを実施します。 

★定住促進シティプロモーション事業

【500万円】 企画政策課

　子育て世代をターゲットに定住者増を
図るため、関市の魅力を積極的にＰＲす
るシティプロモーションを展開します。

○関川・桐谷川改修事業

【9,709万円】 土木課 

　水害から市民を守るため、治水対策と
して関川、桐谷川の改修を実施します。 

○消防車両更新事業

【9,492万円】 危機管理課 

　消防車両の更新を計画的に実施しま
す。
・消防ポンプ自動車 2台
・小型動力ポンプ積載車 3台
・小型動力ポンプ軽積載車 2台 ほか

○木造住宅等耐震補強・耐震診断補助事業

【1,925万円】 都市計画課

　住宅の耐震診断・耐震補強に要する経
費に対して、助成します。
・建築物耐震診断助成
・木造住宅耐震補強助成

○中池公園整備事業

【1億3,165万円】 都市整備課 

　恵まれた自然環境を有効活用し、市民の
スポーツ・レクリエーション活動の拠点とし
て、施設の充実を図ります。
★テニスコート、サイン整備　ほか

○水道事業

【24億7,100万円】 水道課  

　水道事業を適正に運営し、安定した水
の供給に努めます。老朽化した送配水管
を長寿命で災害に強い管への布設替えを
実施します。 

○防災備蓄倉庫設置事業

【1,306万円】 危機管理課

　指定避難所となる小中学校に避難所型
の防災備蓄倉庫を設置し、避難所機能の
強化を推進します。
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学力だけでなく、郷土をよく知り、郷土を誇りに思い、豊かな感性、

理性を持ち、志を持ち力強く生きる市民が育つまちをめざします。

社会教育

生涯学習

図書館

スポーツ

学校教育 文化・文化財

青少年

○学校教育夢プラン事業 

【947万円】 学校教育課 

　「学校教育夢プラン事業」として、多
様な教育の充実を図ります。
・中学生海外研修
・関ふるさと学習
（古式日本刀鍛錬、小瀬鵜飼）
・中学生英語スピーチコンテスト
・21世紀中学生リーダー養成 
★せき百景・子ども俳句百選　ほか 

○文化会館整備事業  

【1億6,029万円】 文化課 

　市民から親しまれ、気軽に立ち寄れる
ような文化会館をめざします。平成２６
年度は、南館の耐震補強と受変電設備の
改修を実施します。

○寺子屋事業 

【300万円】 学校教育課 

　地域の著名人や専門家などによる授業
を行い、教科の枠を超えた学習の場を提
供する寺子屋事業を実施します。

★中学校空調設置事業 

【465万円】 教育総務課

　生徒の学習環境向上のため、中学校に
空調設備を設置します。
・実施設計
　（旭ヶ丘中、桜ヶ丘中、富野中、
　 小金田中、武儀中） 

○文化振興事業 

【580万円】 文化課 

　市民が参加できる芸術文化活動の促進
を図ります。
・俳句入門講座
・やすらぎの家（徳山民家）利活用促　
　進ほか

○１学習・１スポーツ・１ボランティア事業  

【234万円】 生涯学習課

　市民ひとり　1学習・1スポーツ・1ボ
ランティアの啓発・推進に努めます。ガ
イドブック作成のほか、大学連携講座市
民セミナーの開催、地域づくり型生涯学
習コーディネーターを養成します。  

○中池公園スポーツ施設整備事業 

【2億1,570万円】スポーツ推進課 

　中池公園スポーツ施設の整備を計画的
に進め、市民のスポーツ推進に努めます
★中池体育館耐震補強
★中池ウオーキングコース案内表示板　
　設置 
★市民球場
　排水路改修、3塁側トイレ改修　ほか 

○学校耐震化・改築事業（緑ヶ丘中）

【6億3,434万円】 教育総務課 

　耐震化率100%の早期達成をめざし、
事業を推進します。緑ヶ丘中学校の校舎
（北舎等）を改築します。 

○高等学校施設整備事業

【3億3,982万円】関商工高等学校 

　校舎等の耐震補強整備を計画的に進め
ます。 
★第1体育館　耐震補強
★第2体育館　新築実施設計、地質調査
★工業科機械実習棟2　耐震補強
★工業科建設実習棟
　耐震補強計画、実施設計　
・校舎空調機取替　ほか

★読書推進事業 

【313万円】 生涯学習課

　ボランティア団体と連携して実行委員
会を立ち上げ、読書推進を図ります。ま
た、図書館談話室を読書推進に向けて有
意義な施設となるように改修します。 

○スポーツ推進事業  

【4,374万円】スポーツ推進課

　市民ひとり　1学習・1スポーツ・1ボ
ランティアを推進するため、気軽に参加
できるスポーツイベントの開催や、ス
ポーツ教室等の充実を図ります。

★モジ市訪問団歓迎事業

【300万円】 秘書広報課 

　姉妹都市提携45周年を記念し、来関
するブラジル・モジ市訪問団の歓迎行事
等を開催し、交流と絆を深めます。 

★釜石震災復興応援フォーラム

【100万円】 秘書広報課

　釜石市など被災地の人々を招いて、震
災に関する講演、パネルディスカッショ
ン、写真パネル展示、物産展などを開催
します。

・スポーツ教室 
・市民健康ウオーキング　ほか 

合併10周年記念大会
・せきサイクル・ツーリング 
・刃物のまち関シティマラソン 
・ほらどキウイマラソン大会 

。
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関市総務部財政課　　
〒501-3894  岐阜県関市若草通3丁目1番地
●  Phone　 0575-22-3131　
●  FAX 　 　0575-23-7744
●  URL　 　 http://www.city.seki.lg.jp
●  E-mail 　 zaisei@city.seki.lg.jp

※関市は、行財政運営に関する情報を積極的に公開しています。
　詳しくは、関市ホームページ（http://www.city.seki.lg.jp）をご覧ください。
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